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報道発表資料  
平成 25 年 5 月 9 日 

独立行政法人国民生活センター 

 

「国の被害救済制度で過去の投資被害の回復が図れる」 

という不審な勧誘にご注意！  

－消費生活センターをかたり、公的機関を思わせる手続書類を使うなど、手口が巧妙化－ 

 

公的な被害救済制度で消費者を信頼させる投資の二次被害に関する相談が全国の消費生

活センターに寄せられています。 

過去に未公開株や社債、ファンド型投資商品など投資によって経済的損失を被っている

人に対して「国の被害救済制度で過去の被害回復が図れる」と消費生活センターや公的機

関を思わせる名称をかたって勧誘するケースが高齢者を中心に目立っています。勧誘電話

の後に届く具体的な被害回復の手続書類も、公的機関を思わせる形式のもの（参考資料１・

２参照）を使うなど、その手口も巧妙化しています。 

そこで、不審な勧誘があった場合には、慌てて手続をしたり、お金を支払ったりせずに、

消費生活センター等にすぐに相談するよう、消費者に注意喚起します。 

 

 

１．相談事例 

 振り込め詐欺救済法注 1に基づく制度であると偽り、「以前の投資被害を回復できる」と

消費生活センター等をかたって電話で勧誘した後に、被害救済を行う公的機関を思わせる

手続書類を送付しています。 

 

【事例１】 

 3 年前に未公開株投資の被害にあったことがある。消費生活センターから、「過去の投資

被害の回復ができるので、担当する支援機関から連絡をさせる」との電話があった。その

日のうちに支援機関から連絡があり、「被害救済のための手続書類を送付するので、過去の

被害金額を記載して FAX で送るように」と言われたため、過去の被害額のメモを作って FAX

で送付した。後日、「振込詐欺救済法に基づき、なんらの公的救済や加害者側からの損害賠

償も得られない犯罪被害者に再び平穏な生活を営むことができるよう支援する政策の一環

である『経済再生支援基金制度』によって、以前の被害金を返還できる」という封書が届

いた。 

                                                  
注1 法律の正式名称は「犯罪利用預金口座等に係る資金による被害回復分配金の支払等に

関る法律」 
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本人確認のための運転免許証の写しや回復金の振込口座などを FAX で知らせた。その後

担当者から電話があり、銀行口座の残高を聞かれて答えてしまったが、信用できるところ

か。（参考資料１参照） （相談受付：2013 年 4 月、契約当事者：70 歳代、男性、兵庫県） 

 

【事例２】 

 一昨年に電話勧誘で高利回りだと勧められ社債を購入したが、その後、業者が倒産した。

先日、公的機関から「犯罪被害救済制度で被害金を回復できる」と電話があり、手続書類

が届いた。資料には「振込詐欺救済法に基づく『犯罪被害回復支援基金制度』で、被害者

に対して支援する政策として実施されている」とある。信用してよいか。（参考資料２参照） 

（相談受付：2013 年 4 月、契約当事者：70 歳代、女性、山梨県） 

 

２．消費者へのアドバイス 

（１）過去の被害を回復するという不審な勧誘があっても、うのみにしないでください 

消費生活センターなどをかたるほか、被害救済を行う公的機関を思わせる手続書類  

を送付するなど、手口が巧妙化しています。このような電話や FAX による勧誘につい

ては、決してうのみにしないでください。 

 

（２）本来の制度かどうか判断に迷ったり、トラブルにあったら、すぐに消費生活センタ

ーに相談してください 

  本来の制度かどうか判断に迷う場合や、不審な勧誘があったり、勧誘を断ったもの

の不安なとき、お金を支払ってしまったときなど、トラブルにあったら、すぐに消費

生活センターに相談してください。なお、消費生活センターをかたって勧誘をするケ

ースがほとんどですので、送られてきた資料に記載のある番号ではなく、消費者ホッ

トライン（0570－064－370）か、必ずご自身で消費生活センターの番号を調べて連絡

をしてください。 

 

３．情報提供先 

消費者庁 消費者政策課 

消費者委員会事務局 

警察庁 生活安全局 生活経済対策管理官  

警察庁 刑事局 捜査第二課 

金融庁 総務企画局 企画課 調査室 

法務省 刑事局 総務課 

 

※ 参考１ 相談件数（2012 年度以降） 

同様の手口で勧誘を実施していると思われる事業者の相談件数。なお、これら4者が資料

中に所在地として記載していた住所を現地確認したところ、当該者は存在していなかった。 

・経済再生機構（東京都千代田区霞が関 3－2－1 霞が関コモンゲートビル 25Ｆ） 10 件 

・犯罪被害回復機構（東京都千代田区霞が関 3－2－6 東京倶楽部ビル 10Ｆ） 1 件 
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・国民生活再生機構（東京都千代田区霞が関 3－2－5 霞が関ビル 30Ｆ） 19 件 

・地域経済保険機構（東京都千代田区霞が関 3－7－1 東急ビル 5Ｆ） 19 件 

（2013 年 4 月 30 日までの PIO-NET 登録分） 
（注）現在別の名称を用いて勧誘を行っている可能性がある。 

（注）上記業者と同名異業者が存在する場合がある。 
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※ 参考２ 国の被害回復制度の例 

①被害回復分配金制度（振り込め詐欺救済法） 

振り込め詐欺等の被害者の方が振り込んだ先の預貯金口座を金融機関が凍結し、預金保

険機構が金融機関からの依頼を受けて行う預貯金債権にかかる失権公告（該当口座の情報

を預金保険機構のホームページに掲載）等を経た後に、当該口座の残高が残っている場合

（千円以上の場合）に、当該残高を原資として、申請のあった被害者の方に分配するもの

である。（詳細については預金保険機構のホームページ（http://furikomesagi.dic.go.jp/）

を参照） 

 

②被害回復給付金制度（犯罪被害財産等による被害回復給付金の支給に関する法律） 
組織的に行われた詐欺罪、出資法注 2違反（高金利受領罪）等の犯罪行為に関する刑

事裁判において犯人から没収した「犯罪被害財産」等を、検察官が「給付資金」とし

て保管し、これをもとに、刑事裁判で認定された犯罪行為やこれと一連の犯罪行為に

より被害を被った方などに対して、検察官が「被害回復給付金」を支給するものであ

る。（詳細については法務省のホームページ（http://www.moj.go.jp/keiji1/keiji_keiji36.html）
を参照） 

                                                  
注2 法律の正式名称は「出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律」 
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③犯罪被害給付金制度（犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する

法律） 

殺人等の故意の犯罪行為により不慮の死を遂げた犯罪被害者の遺族又は重傷病又は障害

という重大な被害を受けた犯罪被害者の方に対して、社会の連帯共助の精神に基づき、国

が犯罪被害者等給付金を支給するものである。（詳細については警察庁のホームページ

（http://www.npa.go.jp/higaisya/shien/kyufu/seido.htm）を参照） 
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